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個人所得税申告書のレビュー

• 日本の出向元が負担している
社会保険料の雇用主負担分は
課税すべき収入に含まれていま
すか？

• 出向元で支払われるボーナス
の算定期間とタイ赴任期間の線
引きを適切に行っているか？

• 家族がいる場合は、配偶者控
除及び扶養者控除を取っている
か？

• 配偶者控除及び扶養控除を取
る際に、サポートとなる家族証
明書を準備しているか？

• 7月以降に赴任した場合、物理
的に180日以上タイに滞在して
いるか？
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過去の個人所得税申告書をレビューすることで、法令順守の担保と税務メリットの享受が可能になります

タイ駐在者の個人所得税申告書レビューのご提案

2020年個人所得税申告書

• 駐在員個人の手取額に影響が
ないため、長年レビューをされて
いない

• 過少申告が放置されていたり、
余分な所得税を払っているリス
クがあり

2020年個人所得税修正申告

• 過少申告を早期に修正するこ
とで、サーチャージの金額を最
小にする

• 追加的に使える控除項目を使
うことで、過少申告額を少なく
できる

2021年個人所得税申告書

• 控除項目を最大限使うことに
よりタイ法人のコスト削減が可
能

• 法令順守が担保されているた
め、将来年度の税務リスクが
僅少にできる
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単身赴任で日本にご家族がいる場合でも、配偶者控除・扶養控除を使うことが可能です

タイ駐在者の個人所得税申告書レビューのご提案

当初申告時の
課税所得

（配偶者・扶養控除の
適用なし） 還付申告した場合の

課税所得

（配偶者・扶養控除の
適用あり）

（－）扶養控除
（お子様がいる場合）

（－）配偶者控除

配偶者控除・扶養者控除
を使わない場合

配偶者・扶養控除を
使う場合

一般的には、 節税額 ＝ 控除額 x 税率

海外赴任者の場合は、租税手当（会社負担の現地
税金）も減るため、節税額は更に大きくなります。

節税 具体例

表1 配偶者控除 扶養控除 /人

2017年以降 THB 60.000 THB 30,000

配偶者＋扶養家族2名の控除適用が可能とすると、
見込まれる節税額は、1件当たり最大で

2017年以降： 約 THB 64,600（22万円）の節税(*)

(*) 前提
• 各控除額は表1のとおり
• 最高税率35%を適用
• 会社が現地税金を負担
• 円貨は、為替レート@3.4円/THBにて計算
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租税手当が支給される（タイ法人が駐在員の所得税を負担する）場合は、さらに節税額が大きくなります

タイ駐在者の個人所得税申告書レビューのご提案

配偶者・扶養控除を
使う場合

基礎控除６万バーツ

配偶者控除 ６万バーツ

扶養控除３万バーツ

扶養控除３万バーツ 30%の個人所得税率の場合
は3.6万バーツの節税可能

35%の個人所得税率の場合
は4.2万バーツの節税可能

駐在員1名当たり グロスアップ後

30%の個人所得税率の場合
は約5.1万バーツの節税可能

35%の個人所得税率の場合
は約6.5万バーツの節税可能

駐在員個人の手取額は変化しませんが、タイ法人のコスト削減が可能です！

グロスアップ前
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既に出向中の駐在員の家族証明を入手して2020年3月末の2019年の個人所得税申告に備える

個人所得税申告書レビュー後の対応

2～3 週間程度

◼戸籍謄本の取得代行 (デロイトトーマツ行政書士法人による対応）
配偶者/扶養控除に必要な戸籍謄本取得の代行業務をご提供します
✓戸籍謄本の取得代行に必要な委任状等の書類手配・回収
✓戸籍謄本の取得・在タイ日本大使館での翻訳

2017年以前から赴任している駐在員の家族証明を入手して2017年以前の還付申告を行う

長期間を要する

◼還付申告の実施
配偶者/扶養控除に必要な家族証明書を取得し、修正申告書の作成・提出を行います
✓家族証明書を入手する必要がある
✓還付金は駐在員個人の銀行口座へ入金される

過少申告が判明した場合は、修正申告書の作成、提出及び納税を早期に行う

1か月程度

◼修正申告書の作成、提出及び納税
早期に修正申告書の提出し納税することで、サーチャージ（延滞金）を最小にします
✓本税に達するまで過少申告額に月1.5%のサーチャージが課される
✓早期に発見することがタイ法人の税務リスク削減を可能にする
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